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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 12,308 ― 890 ― 942 ― 540 ―

20年3月期第3四半期 12,336 5.3 1,143 32.9 1,200 31.4 748 27.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 43.68 ―

20年3月期第3四半期 60.54 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 23,289 18,448 78.9 1,484.91
20年3月期 22,976 18,077 78.3 1,455.25

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  18,367百万円 20年3月期  18,001百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 20.00 20.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 19.00 19.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,080 3.2 1,520 △5.8 1,575 △6.3 920 △5.8 74.37

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

[（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。]  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

[（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。]  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

[（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。]  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧く
ださい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に伴い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  12,561,000株 20年3月期  12,561,000株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  191,196株 20年3月期  190,950株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  12,369,888株 20年3月期第3四半期  12,370,050株



※ 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第12号）を適用しております。したがいまして、当第３四半

期連結累計期間と前年同期とでは作成基準が異なるため、前年同期比較に関する情報は参考として記載しており

ます。 

 当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日～平成20年12月31日）におけるわが国経済は、世界的金融危機の

深刻な影響が実体経済にまで波及し、景気が急速に後退しており、先行きはなお不透明な状況にあります。 

 当社グループを取り巻く環境は、各業界における設備投資の見直しや個人消費の低迷などもあり、厳しい経営環

境が続いております。 

 このような環境のもと、当社グループは産業界全体に見られる保安に対する取り組みの強化や、消費者の安全・

安心への意識の高まりを背景に、ニーズに適した高品質で付加価値の高い商品を提供できるよう努めております。 

 この結果、工業用定置式ガス検知警報器及び業務用携帯型ガス検知器の売上が伸び悩み、売上高は123億８百万

円と前年同期に比べ0.2％の減収となりました。利益につきましては、経常利益が前年同期に比べ21.5％減の９億

４千２百万円となりました。四半期純利益は、税金費用特有の会計を適用したことも含め、前年同期に比べ27.8％

減の５億４千万円となりました。 

  

（事業の商品別概況） 

①家庭用ガス警報器 

 都市ガス用につきましては、火災警報機能付ガス・ＣＯ警報器の拡販に努めて売上高は前年並みとなりまし

た。 

  ＬＰガス用につきましては、新規顧客開拓による拡販に努め、売上高は前年並みとなりました。 

 住宅用火災警報器につきましては、一般住宅への設置義務づけに伴う既築住宅への設置猶予期間が順次終了

し、需要が拡大しており、売上高は前年同期を上回りました。 

 その結果、家庭用ガス警報器の売上高は前年同期に比べ0.9％増の57億８千６百万円となりました。  

②工業用定置式ガス検知警報器 

 都市ガス・ＬＰＧなどのエネルギー業界や石油ケミカル・鉄鋼業界を中心に更新需要は好調でしたが、半導

体業界や自動車業界の急激な景気悪化の影響もあり、売上高は前年同期に比べ2.6％減の37億３千２百万円と

なりました。  

③業務用携帯型ガス検知器 

 労働安全衛生市場を中心とした複合型ガス検知器と温泉法改正に伴う温泉付随ガス濃度測定器の販売は順調

に推移しましたが、景気悪化の影響もあり、売上高は前年同期に比べ0.4％減の25億８千６百万円となりまし

た。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間末の財政状態について、総資産は、前期末に比べ３億１千２百万円増加して232億８

千９百万円（前期末比1.4％増）となりました。これは主に、売上債権の減少８億５千１百万円、有価証券の減少

４億９千２百万円があったものの、現金及び預金の増加９億２千６百万円、たな卸資産の増加７億４千６百万円に

よるものです。 

 負債は、前期末に比べ５千７百万円減少して48億４千万円（前期末比1.2％減）となりました。これは主に、支

払手形及び買掛金の増加６億１千６百万円があったものの、未払法人税等の減少２億４千１百万円、賞与引当金の

減少１億６千万円、その他負債の減少２億４千５百万円によるものです。 

 純資産は、前期末より３億７千万円増加して184億４千８百万円（前期末比2.1％増）となり、１株当たり純資産

は、1,484円91銭となりました。これは主に、利益剰余金の増加２億９千２百万円によるものであります。 

 この結果、自己資本比率は78.9％となりました。 

定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

２．連結財政状態に関する定性的情報 



（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ４億７千９百万円（6.0％）増加して83億９千６百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ33.4％増の11億７千６百万円となりました。 

 これは主に、たな卸資産の増加７億４千６百万円及び法人税等の支払額６億１千万円があったものの、

税金等調整前四半期純利益９億２千３百万円及び売上債権の減少８億５千１百万円による増加、仕入債務

の増加６億１千６百万円によるものであります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果流出した資金は、前年同期に比べ24.5％減の４億４千９百万円となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出３億６千９百万円及び投資有価証券の取得による支出８千

２百万円によるものであります。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果流出した資金は、前年同期に比べ0.2％減の２億４千７百万円となりました。 

 これは主に、配当金の支払いによるものであります。 

    

 平成21年３月期の通期業績予想につきましては、平成20年８月11日公表の業績予想に変更はありません。 

 ただし、国内外での景気の急速な後退に伴い、業績見込みについて見直しが必要と判断した場合は、速やかに開

示致します。 

  

  該当事項はありません。 

  

   

 ［簡便な会計処理］ 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年12月31日） 

１.一般債権（経営状態に重大な問題

が生じていない債務者に対する債

権）の貸倒見積高の算定方法 

貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないため、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率を使

用して算定しております。  

２.棚卸資産の評価方法 

  

  

  

  

  

当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、

実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として

以降帳簿受払い高による加減算により算出しております。 

棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行っておりま

す。 

３.固定資産の減価償却費の算定方法 

  

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

４.繰延税金資産および繰延税金負債

の算定方法 

  

  

  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度

末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来

の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。 



 ［四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理］ 

  

  

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年12月31日） 

税金費用の計算 

  

  

  

  

  

税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（四半期財務諸表に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（重要な資産の評価基準及び評価方法の変更） 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 これによる損益へ与える影響はありません。 

（「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 これによる損益へ与える影響はありません。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,460,065 7,533,290 

受取手形及び売掛金 5,059,901 5,911,095 

有価証券 － 492,783 

商品及び製品 1,479,697 933,817 

原材料及び貯蔵品 849,595 779,768 

仕掛品 1,244,582 1,113,926 

繰延税金資産 381,688 382,583 

その他 111,181 106,760 

貸倒引当金 △336,404 △277,609 

流動資産合計 17,250,306 16,976,415 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 699,271 724,611 

機械装置及び運搬具（純額） 231,120 257,712 

土地 2,283,754 2,283,754 

建設仮勘定 40,966 4,431 

その他（純額） 400,270 435,122 

有形固定資産合計 3,655,384 3,705,632 

無形固定資産   

ソフトウエア 221,222 280,255 

その他 34,963 33,059 

無形固定資産合計 256,185 313,314 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,414,201 1,258,132 

関係会社出資金 130,000 130,000 

繰延税金資産 214,077 264,483 

その他 372,785 332,237 

貸倒引当金 △3,584 △3,586 

投資その他の資産合計 2,127,480 1,981,266 

固定資産合計 6,039,049 6,000,213 

資産合計 23,289,356 22,976,628 



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,928,792 2,311,911 

未払法人税等 87,607 328,749 

賞与引当金 99,141 259,377 

役員賞与引当金 18,800 40,000 

製品保証引当金 234,731 268,398 

その他 565,547 811,422 

流動負債合計 3,934,621 4,019,859 

固定負債   

退職給付引当金 796,295 764,996 

役員退職慰労引当金 109,609 112,644 

負ののれん 331 1,325 

固定負債合計 906,236 878,966 

負債合計 4,840,857 4,898,825 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,460,000 1,460,000 

資本剰余金 934,443 934,443 

利益剰余金 15,982,134 15,689,173 

自己株式 △278,751 △278,490 

株主資本合計 18,097,826 17,805,127 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 270,157 196,413 

評価・換算差額等合計 270,157 196,413 

少数株主持分 80,515 76,263 

純資産合計 18,448,498 18,077,803 

負債純資産合計 23,289,356 22,976,628 



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 12,308,813

売上原価 7,006,722

売上総利益 5,302,091

販売費及び一般管理費 4,411,220

営業利益 890,870

営業外収益  

受取利息 7,473

受取配当金 23,108

負ののれん償却額 993

その他 25,267

営業外収益合計 56,843

営業外費用  

その他 5,246

営業外費用合計 5,246

経常利益 942,467

特別利益  

固定資産売却益 93

特別利益合計 93

特別損失  

固定資産除却損 1,164

固定資産売却損 96

役員退職慰労金 7,114

投資有価証券評価損 10,608

投資有価証券売却損 66

特別損失合計 19,050

税金等調整前四半期純利益 923,511

法人税等 378,393

少数株主利益 4,756

四半期純利益 540,361



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 923,511

減価償却費 442,644

有形固定資産除売却損益（△は益） 1,167

投資有価証券評価損益（△は益） 10,608

負ののれん償却額 △993

貸倒引当金の増減額（△は減少） 58,793

賞与引当金の増減額（△は減少） △160,235

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,200

製品保証引当金の増減額（△は減少） △33,666

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,298

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,035

受取利息及び受取配当金 △30,582

売上債権の増減額（△は増加） 851,194

たな卸資産の増減額（△は増加） △746,363

仕入債務の増減額（△は減少） 616,880

その他 △183,517

小計 1,756,504

利息及び配当金の受取額 30,566

法人税等の支払額 △610,455

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,176,615

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の償還による収入 55,000

有形固定資産の取得による支出 △369,712

有形固定資産の売却による収入 421

無形固定資産の取得による支出 △42,113

投資有価証券の取得による支出 △82,523

投資有価証券の償還による収入 5,000

投資有価証券の売却による収入 34,934

その他 △50,548

投資活動によるキャッシュ・フロー △449,542

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △261

配当金の支払額 △246,581

少数株主への配当金の支払額 △480

財務活動によるキャッシュ・フロー △247,322

現金及び現金同等物に係る換算差額 △750

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 478,999

現金及び現金同等物の期首残高 7,917,565

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,396,565



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）  

当社グループは、商品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のガス警

報器・検知器を専ら製造・販売及びメンテナンスを行っておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 配当に関する事項 

 配当支払額 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

〔所在地別セグメント情報〕 

〔海外売上高〕 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

（決議）  株式の種類  
配当金の総額

（千円）  

１株当た

り配当額

（円）  

基準日  効力発生日  配当の原資 

平成20年６月27日 普通株式    247,401    20 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 

（７）企業結合等関係 

 企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため記

載を省略します。 



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

  

区分 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

金額（千円） 
百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高  12,336,660  100.0

Ⅱ 売上原価  6,910,458  56.0

売上総利益  5,426,202  44.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  4,282,346  34.7

営業利益  1,143,856  9.3

Ⅳ 営業外収益  58,993  0.5

Ⅴ 営業外費用  2,332  0.0

経常利益  1,200,516  9.7

Ⅵ 特別利益  36,626  0.3

Ⅶ 特別損失  11,948  0.1

税金等調整前四半期純利益  1,225,195  9.9

税金費用  470,299  3.8

少数株主利益  6,066  0.0

四半期純利益  748,829  6.1

  



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

区分 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー      

税金等調整前四半期純利益  1,225,195

減価償却費  372,322

有形固定資産除売却損   2,167

負ののれんの償却 △7,364

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

△36,487

賞与引当金の増減額 
（減少：△）  

△170,535

役員賞与引当金の増減額 
（減少：△）  

△16,600

製品保証引当金の増減額 
（減少：△）   2,031

退職給付引当金の増減額 
（減少：△）   178

役員退職慰労金引当金の
増減額（減少：△）  

△13,556

受取利息及び配当金 △28,227

売上債権の増減額 
（増加：△）   1,061,648

たな卸資産の増減額 
（増加：△）  

△465,228

仕入債務の増減額 
（減少：△）   64,544

その他 △313,547

小計  1,676,541

利息及び配当金の受取額  28,126

法人税等の支払額 △822,538

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー  882,130



  

  

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年12月31日） 

区分 金額（千円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー      

有価証券の取得による支出  △201,232

有価証券の償還による収入  5,000

有価証券の売却による収入  201,669

有形固定資産の取得による
支出 

△366,580

有形固定資産の売却による
収入   495

無形固定資産取得による 
支出  

△57,774

投資有価証券の取得による
支出  

△10,368

その他 △166,509

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△595,300

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー      

配当金の支払額 △247,221

少数株主への配当金の支払額 △480

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△247,701

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

△1,621

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（減少：△）  37,506

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高  7,569,006

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 7,606,513

  



前第３四半期連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年12月31日）  

当社グループは、商品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のガス警

報器・検知器を専ら製造・販売及びメンテナンスを行っておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

（３）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

〔所在地別セグメント情報〕 

〔海外売上高〕 

前第３四半期連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年12月31日）  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



該当事項はありません。  

  

６．その他の情報 
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